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項目名 変更前 変更後 

 

序論 

２ 計画策定の方針 ５頁 

 

 

第６章 財政計画 

１ 前提条件   ６２頁 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●歳 入    ６２頁 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）計画の期間 

 本計画の期間は、平成１７年度から平成２６年度までの１０年間とします。 

 

 

国の行財政改革などにより、地方交付税の大幅な減少が予想され、現在の経済動向や少子

高齢化などによる地方税の減収が懸念されるなど、今後の財源確保は一層厳しくなると考え

られます。一方で、多様化・高度化する住民ニーズに対応するため、さらなる行政サービス

の維持向上を図る必要があります。 

このため、本計画に定められた施策を計画的に実施していくため、限られた財源の効率的

な運用に努めるなど、適切な財政運営を推進していきます。 

 

((((３３３３))))地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税    

  現行の交付税制度に基づき、普通交付税の算定の特例（合併算定替）により算定すると

ともに、特別交付税についても合併支援措置を見込んで推計しています。 

 

 

 

 

(４)～(５) 略 

 

((((６６６６))))繰入金繰入金繰入金繰入金    

        収支状況等に応じて財政調整基金等からの繰入れを想定しています。 

 

(７) 略 

    

((((８８８８))))地方債地方債地方債地方債    

  現行の地方財政制度に基づき、減税補てん債及び臨時財政対策債の発行分を見込んで推

計しています。 

 

 

（３）計画の期間 

 本計画の期間は、平成１７年度から平成３２年度までの１６年間とします。 

 

 

国の行財政改革などにより、地方交付税の大幅な減少が予想され、現在の経済動向や少子

高齢化などによる地方税の減収が懸念されるなど、今後の財源確保は一層厳しくなると考え

られます。一方で、多様化・高度化する住民ニーズに対応するため、さらなる行政サービス

の維持向上を図る必要があります。 

このため、本計画に定められた施策を計画的に実施していくため、限られた財源の効率的

な運用に努めるなど、適切な財政運営を推進していきます。 

 

((((３３３３))))地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税    

  現行の交付税制度に基づき、普通交付税の算定の特例（合併算定替）により算定すると

ともに、特別交付税についても合併支援措置を見込んで推計しています。なお、普通交付

税の算定の特例は平成２８年度以降にかけて、特別交付税の地方交付税に占める割合は平

成２６年度から平成２７年度にかけて、それぞれ段階的に縮減されることを見込んでいま

す。 

 

(４)～(５) 略 

 

((((６６６６))))繰入金繰入金繰入金繰入金    

        収支状況等に応じて財政調整基金等からの繰入れを推計しています。 

 

(７) 略 

    

((((８８８８))))地方債地方債地方債地方債    

  現行の地方財政制度に基づき、減税補てん債及び臨時財政対策債の発行分を見込んで推

計しています。 

※財政計画は、過去の決算・直近の決算見込みの状況や現在の財政制度等を参考に、

普通会計一般財源ベースで、合併後１０年間の歳入・歳出について推計したもので

あり、個別の事業を積み上げて算出する単年度の予算とは、算出方法が異なるもの

※財政計画は、過去の決算・直近の決算見込みの状況や現在の財政制度等を参考に、

普通会計一般財源ベースで、合併後１６年間の歳入・歳出について作成したもので

あり、個別の事業を積み上げて算出する単年度の予算とは、算出方法が異なるもの
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項目名 変更前 変更後 

 

 

 

●歳 出    ６３頁 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  また、平成２４年度～２６年度については、合併後の市町村振興のための基金造成とし

て、合併特例債の発行を見込んでいます。 

 

(１) 略 

 

((((２２２２))))扶助費扶助費扶助費扶助費    

  過去の実績推移を踏まえ、対象者の変動を加味するとともに、５町分については、市に

なることに伴い生活保護にかかる事務事業が増えるため、その経費を見込んで推計してい

ます。 

 

((((３３３３))))～～～～((((９９９９))))    略略略略    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                        

                       

 

(１) 略 

 

((((２２２２))))扶助費扶助費扶助費扶助費    

  過去の実績推移を踏まえて推計しています。 

 

 

 

((((３３３３))))～～～～((((９９９９))))    略略略略    
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項目名 変更前 変更後 

 

２ 歳入     ６４頁 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 歳出     ６４頁 

 


